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について」 『月間経団連』第 63 巻 3 号 
2015.3）では、正社員のもつ無期労働契約、
フルタイム勤務、直接雇用（これらを無限
定性と呼んでいる。）という特徴が、期限付
き雇用の拡大、女性の労働参加、活躍の阻
害、などの問題を生み出していると考える。
これらの問題を解決するためには、現状で
も正社員の三分の一程度をしめている限定
正社員の雇用ルール整備が重要であるとい
う。 
これらのルールが整備され、働きに応じ
た賃金は支払われ、働き方の自由度が増せ
ば、ライフスタイルに合わせた多様な働き
方が可能となり、男女共同参画社会を推し
進めていくことにもなる。 
所得格差の縮小が経済成長を促進するの
であれば、多様な雇用形態のルールを整備
するとともに、労働に応じた適正な賃金を
保証するような法整備を進めることが重要
である。同時に、労働市場に再参入する人々
を支援するリカレント教育にも力を入れる
必要があろう。 
日経ビジネスのスペシャルリポート（「ママ
の就活 大学がサポート」 『日経ビジネ
ス』1780 2015.2．23）では、女性の再就
職を支援する大学のリカレント教育につい
て紹介している。このようなリカレント教
育に対する政府の支援も重要となろう。 
